



校に在籍する「日本語指導が必要な外国人児童生徒」の数は，平成 22 年 9 月





























　平成 25 年 1 月現在，文部科学省は「公立学校における帰国・外国人児童生
徒に対するきめ細かな支援事業」として 9 千 1 百万円，また，「外国人児童生



































年実施，回答数 109）の結果から，担当教員が抱える課題を次の 8 つに分類し









































































成研修）」として，独立行政法人教員研修センターにおいて年 1 回 4 日間，日
本語指導を担当する教員のみならず，校長，副校長，教頭等の管理職及び指導
主事を対象とした研修を実施している。この研修は「学校全体での外国人児童

































































































































































































では 1970 年代より促進され，「第 4 世代評価（Fourth Generation Evaluation, 




















































































































































































　（ 1 ）　 文部科学省初等中等教育局国際教育課「『日本語指導が必要な外国人児童生徒の
受入れ状況等に関する調査（平成 22 年度）』の結果について」文部科学省 HP, 
2011-8-16, http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/23/08/_icsFiles/afieldfile/2011/ 
12/12/1309275_1.pdf, （参照 2013-1-28）.
　なお，最新の平成 24 年度調査結果は，平成 25 年 3 月に公表される予定
である（「統計結果の公表情報『日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況
等に関する調査』」文部科学省 HP, http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/yotei/










　（ 2 ）　 本稿では，いわゆる「日本語指導が必要な児童生徒」を便宜上「外国籍等児童
生徒」と呼ぶことにする。現在公表されている資料では，日本国籍を有する日




際教育課，前掲 pdf 資料，2011-8-16，（参照 2013-1-28）.）。
　（ 3 ）　 JSL は Japanese as a Second Language の略で，第二言語としての日本語を学ぶ子
どもたちのために開発された。
　（ 4 ）　 愛知教育大学，群馬大学では，教員養成課程において外国籍等児童生徒教育に
必要な科目をカリキュラムに組み込む試みがなされている（所澤，2010）。
　（ 5 ）　 文部科学省初等中等教育局国際教育課「文部科学省初等中等教育局国際教育課
資料」文化庁 HP, 日本語教育推進会議（第 3 回）資料 3，2012-9-21, http://www.
bunka.go.jp/bunkashingikai/kondankaitou/nihongo_suishin/03/pdf/siryou_3.pdf, （参
照 2013-1-28）.
　（ 6 ）　 文部科学省初等中等教育局国際教育課, 前掲pdf 資料，2011-8-16，（参照 2013-1-28）.
















が必要な児童生徒を対象とした指導の在り方に関する検討会議（第 2 回）資料 2, 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/kaigi/_icsFiles/afieldfile/2012/12/26/ 
1329243_2. pdf, （参照 2013-1-28）.）。
　（ 8 ）　 独立行政法人教員研修センター「外国人児童生徒等に対する日本語指導指導
者養成研修」独立行政法人教員研修センター HP, http://www.nctd.go.jp/centre/
training/urgency06.html, （参照 2013-1-28）.
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　（ 9 ）　 可児市教育委員会，京都市教育委員会，静岡市教育委員会，千葉県教育委員会，
兵庫県教育委員会，三重県教育委員会など
　（10）　 政策評価の手法等に関する研究会「政策評価制度の在り方に関する最終報告」，
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